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第4章 デ ー タ通 信

第1節 概 況

電子計算機等を電気通信回線に接続 してデータの伝送 と処理とを一体的に

行うデータ通信は,こ こ数年来順調な発展を遂げてきたが,50年 度において

も総体としては従来とほぼ同様の発展を示した。ただし,48年 度後半以降引

き続いた長期的な不況の影響は,デ ータ通信の分野においても免れ得ず,情

報通信サービスのユーザ数の伸び率の鈍化等に見られている。

データ通信回線の利用状況を見ると,国 内データ通信回線は例年 と同様に

約40%の 増加を示 し,特 定通信回線にあっては規格別の構成比から見れば

D-1,D-5及 びA-1規 格が増加してお り,対 前年度伸び率から見れば

1-3規 格の増加が顕著である。また,公 衆通信回線にあっては電話型回線

の占める割合が更に増加 し60%に 達 した。国際データ通信回線は,公 衆通信

回線の利用が始 まった ものの,全 体の回線数 としては前年度と同様にほぼ横

ばいにとどまった。 しか し,特 定通信回線の利用面において音声級回線の高

速利用への移行が 大幅に 行われたので,伝 送可能情報量は飛躍的に増加し

た。

電子計算機台数ベースのオンライン化率は,毎 年わずかずつ向上してきた

が,50年 度末現在においては5.3%と なった。

国内データ通信システムについては,シ ステム数 の対前年度比 は 毎年度

150%以 上を示 してきたが,50年 度においては景気動向を反映 し,127%と

最低値を示 した。50年 度末におけ る設置 システム数 は1,479シ ステムであ

る。このうち自営システムは1,429シ ステムであって,対 象業務別に見ると

生産 ・在庫 ・販売管理システム及び金融 システムがその大半を占めてお り,

また,設 置業種別に見ると製造業 ・建設業,金 融業 ・商業及び地方公共団体
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が全体の約80%を 占めている。

国際データ通信システムは,50年 度末現在42シ ステムが設置されている。

対象業務別には約75%が メッセージ・スイ ッチングシステムであ り,設 置業

種別には製造業,商 業及び運輸業が多く,全 体の約75%を 占めている。

情報通信事業は,電 電公社,国 際電電及び民間企業により営まれている。

電電公社のサービスについては,公 衆データ通信サービスのユーザ数及び端

末数は共に増加したものの,そ の増加数はいずれ も前年度を下回った。国際

電電のサービスは大 きな変化が見 られない。民間企業による情報通信サービ

スとしては,約40社 が販売 ・在庫管理業務,証 券取引業務,銀 行業務,科 学

技術計算業務等多彩なサービスを提供 しているが,こ のうち約10社 は親会社

のみにサービス提供をしているものである。

データ通信の利用制度の面では,電 電公社の提供する特定通信回線の料金

について50年7月 に専用線 と同様の改正が行われた。51年3月 には,電 電公

社の48キ ロビット/秒交換網 サービスの提供が 開始 された。 このサービスに

よ り,従 量料金制により高速度のデータ伝送が可能となった。

データ通信の利用形態では,デ ータ通信システム相互を接続 して電子計算

機の処理能力やデータベースを効率的に共同利用する形態が旅行業界や系列

企業間では実現するとともに,い わゆるコンピュータ・ネッ トワークの実用

化 として検討された。 コンピュータ・ネッ トワークの実現 と活用 の た めに

は,通 信回線の利用制度の改善整備 も大 きな要件 となるので,デ ータ通信回

線利用上の制限緩和や新 しいデータ通信網サービスの提供等について検討が

重ねられた。

データ通信に関連するその他の動向としては,自 由化の問題がある。50年

12月 のハー ドウェア産業等の資本及び輸入の完全自由化に引き続 き,51年4

月には ソフ トウェア産業等の資本の完全自由化が実施された。

電子計算機処理に係るプライバシー保護あるいはデータ保護に関 しては,

引き続き各方面で鋭意検討が進められている。また,51年1月 には行政機関

におけるデータ保護対策のための管理運営上の措置 として,事 務次官等会議
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申し合わせが行われ,「電子計算機処理データ保護管理準則」が定められた。

51年3月 に,情 報処理振興事業協会等に関する法律に基づき,電 子計算機

利用高度化計画(目 標年次=55年 度)が 定められ,そ の要旨が告示 された。

第2節 デ ータ通信 回線 の利用状況

1国 内デ ータ通信回線

(1)年 度 別利 用 状況

国 内 デ ー タ通 信 回線 の 利用 状 況 は 第2-4-1表 の とお りで あ る。 回線 数 は

逐年約40%増 の順 調 な 伸 び を示 してお り,50年 度 末 に は5万770回 線 に達 し

た。

デー タ通信 回線 は そ の種 類 に よ って伝 送 速 度 が 異 な る。 そ こで,回 線 数 を

そ の伝 送 可能 速 度(b/s)に 乗 じて 得 られ る数 を 全 種 類 合 計 した数,つ ま り

デ ー タ通 信 回線 の伝 送 可 能 ビ ッ ト数 を推 計 して み る と,47年 度 末 現 在1,187

万2,400b/sで あ った もの が50年 度 末 で は4,383万2,950b/sと な り,こ

の3年 間 に伝 送 可 能 情 報 量 は3.7倍 に増 加 した こ と とな る。

伝 送 速 度別 の デ ー タ通 信 回線 の割 合 は 第2-4-2図 の とお りであ る。

(2)特 定通 信 回線 の 利 用 状況

第2-4-1表 に 示 す とお り,利 用 され て い る デ ー タ通 信 回線 の約90%は 特

定通 信 回線 で あ る。

規 格 別 にみ る と,第2-4-3図 の とお り,D-1規 格(帯 域 使 用)及 びD

-5規 格(1
,200b/s)が 従 前 の 増 加傾 向 の ま ま著 しい 伸 び をみ せ て お り,一

方頭 打 ち傾 向 に あ ったA-1規 格(50b/s)が 急 増 して い る こ とが 特 徴 で あ

る。

このA-1規 格 の急 増原 因は,多 数 の 端 末 が散 在 す る全 国 的 な シ ステ ム建

設 を 目指 す も のが 多 い こ とに よ る と思 わ れ る。 しか し,こ のA-1規 格 の急

増に もかか わ らず,第2-4-2図 で示 す とお り,低 速 度 回 線 の割 合 は 減 少 し

て い る。 した が って,特 定 通 信 回 線 全体 か らみ れ ば,A-1,D-1及 びD
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A-1(50b/s)

B-1(100b/s)

C-2(200b/s)

D一 且(帯域 使 用)

D-5(1,200b/s)特 定 通 信
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回 線 数合 計
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(注)伝 送 可 能b/sの 算 出 に 際 して は,次 の とお り推 計 した 。

D-1=1,200b/s,1-1=14,400b/s,電 話 型=1,200b/s,そ の 他=区 別 欄()内
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伝送速度別回線使用割合
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(注)回 線 の分類は次 によった。

低速度 回線は 特定通信回線のA-1,B-1及 びC-2

の各規格並びに電信型公衆通信回線

帯域使 用回線 は 特定通信回線のD-1規 格及び電話型

公衆通信回線

中速度 回線は 特定通信回線のD-5,D-7及 びD-9

の各規格

高速度 回線は 特定通信回線の1-1及 び1-3規 格
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一5規 格の全体に占める割合が増加 してお り,ま た,対 前年度比からみると

1-3規 格の増加が著 しい。

(3)公 衆通信回線の利用状況

公衆通信回線は,第2-4-1表 に示すとお り,48年 度に至って実際に利用

され始めた。

50年度末現在の利用回線数は5,245回 線であ り,そ のうち約60%を 電話型

(加入電話回線利用のもの)が 占めてお り,電 信型(加 入電信回線利用のも

の)の 占める割合は年々減少 している。

(4)デ ータ通信回線の相互接続

公衆通信回線の利用開始に伴い,電 子計算機等を介 して特定通信回線又は

私設回線 と公衆通信回線とを接続する形態が出現 した。この形態をとるシス
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第2-4-3図 国内特定通信 回線の利 用状 況
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第2-4-4図 相互 接 続 に よ る シ ス テ ム構 成 パ タ ー ン
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(注)⑲ は特定通信回線 を,② は公衆通信回線を示す。
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テム構 成 の パ ター ンは 第2-4-4図 に示 す とお りで あ る。

相互 接 続 に よる公 衆 通 信 回 線 利 用 の対 象業 務 は,金 融 業 の振 込 入金 通 知 及

び為替 取 引連 絡,情 報 通 信 事 業 の 商 用TSS,製 造 業 ・商 業 の 生 産 ・在 庫 ・

販売管 理,旅 行業 者 ・運 輸 業 の宿 泊 ・座 席予 約 等 とな って い る。

2国 際デー タ通信 回線

国際電電が提供するデータ通信回線には,特 定通信回線と電信型公衆通信

回線(国 際加入電信網を利用する。)とが あ る。公衆通信回線は,従 来利用

されていなかったが,50年 度において初めて2回 線が利用されるに至 った。

(1)年 度別利用状況

第2-4-5表 は47～50年 度末における国際データ通信回線の利用状況であ

る。

第2-4-5表 国際データ通信回線の利用状況
ヒ ちコ

区別
年度末47

一 48 49 50

特

定

通

信

回

線

信
回
線

公
衆
通

音 声 級

200b/s

lOO〃

75F'

50〃

150×

万"

150×

τ"

電 信 型50b/s
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3

6

0

2

3

3

つ
9

へ∠

21

2

一

6

1

8

7

3

「Q

3

1

33

2

一

27

61

31

11

4

3

7

5

2

9

3

2

6

3

2

十
二
曽一ロ 133 165 165 172

50年度末における利用回線数は前年度末に比べ微増にとどまった。また規

格別にもほぼ横ばいの状況となっている。一方,49年11月 に行われた音声級

回線の制限撤廃の結果,伝 送可能 ビット数は第2-4-6図 のとお り大幅な増

加を示した。
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第2-4-6図 伝 送 可 能 ビ ッ ト数 の 増 加 状 況

89,763
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万

b/sO

(注)

47484950
年度末

音声級 回線 につ いては,分 割 された回線数

とその伝送速度 に よって算 出 した。

第2-4-7表 音声級 回線 の利用状況

年 度 末 47 48 49 50

回 線 数 12 21 33 34

帯 域 使 用 回 線 数

(利用状況)

離際
フ ァ ク シ ミ リ

電 話

n

一

3

【

57

1

1

1

18

7

1

103

2

1

2

30

8

1

171

37

1

6

30

5

4

1

153

60

1

6

*2,400b/s 1 3 3 4

伝 送 可 能 ビ ッ ト数

(対前年度比)
13,925

33,025
(237%)

42,275

1 (128%)
82,875
(196%)

(注)*は 変復調装置を国際電電 が設 置 して2,400b/sで 伝送を行 うものであ る。
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(2)音 声 級 回 線 の利 用状 況

第2-4-7表 は,音 声 級 回線 の利 用 状 況 を示 した もので あ る。 音 声 級 回 線

は,50年 度 末 で は 前年 度 末 か ら1回 線 増 加 して34回 線 とな った。 そ の うち30

回線 は利 用 者 が 変 復 調 装置 を 自営 で設 置 して い る帯 域 使 用 で あ る。 分 割 の 状

況 は75b/sへ の 分割 が これ ま で どお り圧 倒 的 に多 いが,傾 向 と して は9,600

b/s及 び50b/sへ の移 行 が 著 し く,回 線 利 用 の両 極 化 を示 して い る。

音声級 回線 は 数 こそ 少 な いが,伝 送 す るデ ー タ量 は 多 く,そ の伝 送 可 能 ビ

ッ ト数 の 国際 特 定 通信 回線 全 体 の うちに 占め る割 合 は92.4%に も達 す る。 利

用 して い る業 種 は,商 業(13回 線),運 輸 業(8回 線),政 府(7回 線)が 主

た る もの であ る。

第3節 デ ー タ通 信 シス テ ム

1デ ー タ通信 システ ムの種類

データ通信システムは,電 気通信回線と電子計算機及び端末機器の設置主

体の別により次の三つの形態に分けられる。

① 自営システム

電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線に民間企業等が自己の電子

計算機及び端末機器を接続 して構成するデータ通信システム

② 公社システム又は会社システム

電電公社又は国際電電が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及

び端末機器を設置 し,顧 客にデータ通信サービスを提供するデータ通信シス

テム

③ 私設システム

民間企業等が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及び端末機器

を設置して構成するデータ通信システム



第2-4-8表 年度別オ ンライ ン化率

区一諭 ＼ 選 度 末

電子計算機の設
置台数

数台
ト

ツ
セ

大 ・中 ・小 型 ①

超 小 型

計 ②

44

デー タ通信 シス
テ ムに使 用 され
ている電子 計算

機 台数

5,439

1,279

6,718

対 前 年 度 比(%) i38.0

台 数(セ ッ ト)③ 217

45

オ ンライ ン化率

7,278

2,204

9,482

141.1

対 前 年 度 比(%)

総設置 台数 に対す る率
(③/② ×Ioo)(%)

大 ・中・小型機設置 台数に対
す る率(③/① ×100)(%)

324

156.1 149.3

3.2 3,4

4.0 4.5

46
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12,80917,255

135,1
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3.7
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3.9
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23,443
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15,592
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4.9
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i
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α
蔭
1

1ろ335曇

17,970傘

35・305… 夢

117.3
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126.1

5.3

10.8

(注)電 子計算機の設置台数は,「 調査 季報」(日 本電子計算機株式会社)に よる。

デ ータ通信 システムに使用 されてい る電子計算機台数は一部推計であ る。
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2オ ソライ ソ化 の状況

データ通信の普及状況を示す指標の一つとして,電 子計算機台数ベースの

オンライン化率,す なわち電子計算機の総設置台数に占めるデータ通信シス

テムに使用されている電子計算機台数の割合をみた場合,第2-4-8表 のと

おりわずかずつではあるが逐年増加 してお り,50年 度末現在においては5.3

%(超 小型電子計算機を除いた電子計算機の設置台数に対するオンライン化

率は10.8%)と なっている。

3国 内データ通信 システム

(1)年 度 別 設 置 状況

自営 シス テ ム及 び公 社 シ ス テ ムの39年 度 以降 に おけ る各年 度末 現 在 の シ ス

テム数は,第2-4-9表 の とお りで あ る。

第2-4-9表 国内デ ータ通信 システムの年度別設置状況

ぽ
シ

ス
テ

ム
数

自営 シ ス テ ム
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1!3
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47
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468

160

152

48

706

38

744

276

159

49

1,126

42

1,168

424

157

50

1,429

50

1,479

311

127

50年 度 に お い て は対 前 年 度 比 は127%と,39年 度 以 降 の 最 低 値 を示 し,ま

た,対 前 年 度 増加 数 に お いて も落 ち 込 み を見 せ るな ど,低 迷 傾 向 を示 した 。

自営 シ ス テ ムは,47年 度 末 以 前 に お い て は,す べ て 特 定 通 信 回線(46年9

月1日 前 は 専 用 回 線)を 利 用 す る シ ス テ ムで あ り,公 衆 通 信 回 線 を利 用 す る

システ ムは48年 度 に 出 現 した 。50年 度 末 現在1,429シ ステ ムで,そ の 内訳 は,



第2-4-10表 国内 自営システムの対象業務別設置状況(1)
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特定 通信 回線 を利 用 して い る も のが1,157シ ステ ム(こ の うち,公 衆 通 信 回

線 を併用 して い る もの は49シ ス テ ム),公 衆 通 信 回線 を 利 用 して い る もの が

272シ ステ ム(特 定 通 信 回 線 を 併用 して い る もの を 含 めれ ば321シ ス テ ム)で

ある。

公社 シス テ ムは,43年 度 に サ ー ビスを 開 始 し,50年 度 末 現 在 の シス テ ム数

は50シ ス テ ム とな って い る。

私設 シ ステ ムは,制 度 的 に は有 線 電 気 通 信 法 に基 づ き設 置 され て い る もの

で あって,電 力事 業 の 自動給 電 シス テ ム,運 輸 業 の座 席 予 約 シス テ ム,地 方

公共団 体 の公 害 監 視 シス テ ム等 が あ る。

(2)対 象業 務 別 設置 状況

自営 シ ステ ム の 対 象 業 務 別 シス テム数 は,第2-4-10表 の と お り で あ

る。

過 去3年 間 を通 じ,製 造 業者,商 事 会 社 等 の事 務管 理 を 対 象 とす る もの

は,逐 年 増加 し,50年 度 に お い て は約50%を 占め て い る。 一 方,金 融 業 務 を

対象 とす る もの,官 公 庁 関 係 の 業務 を対 象 とす る もの及 び株 式 取 引,運 送管

第2-4-11表 国内自営 システム対象業務別設置状況(2)
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対象業務 構成比 対象業務 構成比 対象業務 構成比

生産・在庫・
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理,そ の 他 を対 象 とす る もの は,絶 対 数 に お いて は増 加 して い る もの の,割

合 と して は低 下 して15～20%程 度 とな っ てい る。

シス テ ム数 の多 い順 か ら7位 まで の対 象 業 務 は,第2-4-11表 の とお り

で あ って,生 産 ・在 庫 ・販 売 管 理 シ ス テ ム,金 融 シ ス テ ム,公 害 監 視 システ

ム及 び交 通 制 御 シ ス テ ムが 常 に 上 位 に あ る こ とに は 変 化 が な い も の の,保 険

シ ス テ ムが5位 に 進 出 した こ とが 注 目 され る。

な お,公 衆 通 信 回 線 を 利 用 して い る シス テ ムの対 象 業務 別 利 用 状 況 は,生

産 ・在 庫 ・販 売 管 理 シ ス テ ムが151シ ス テ ム,金 融 シス テ ムが24シ ス テ ム,

第2-4-12表 国内 自営システムの業種別設置状況

製造業 ・建設業

商 業

金 融 業

証 券 業

保 険 業

運 輸 業

電力 ・ガス事 業

通信 ・出版 ・サ
ービス業

倉庫 ・不動産業

情 報通信事 業 ・
ソフ トウェア業

政 府

地 方公共 団体

国立 大学

法人団体

そ の 他

合 十
二
睾
ロ

47

システ 構成比
ム 数

7

0

8

4

8

6

5

0

1

2

9

9

7

4

1

4

2

0

1

1

1

2

5

1

441

%

3

』

渇

2

3

緬

d

3

2

⑩

d

3

4

4

3

1

3

1

2

0

5

2

3

2

4

6

9

5

3

1

0

2

100.0

48 49 50

芸ス薮 構成蝦 ス薮 轍 比 芸ス薮1徹 比
%

O

qU

4

4

2

1

6

4

0

7

2

3

2

9

3

8

5

3

4

1

1

2

2

4

1

0

2

706

%

。
O

」

』

3

』

3

』

。
1

4

9

7

6

4

6

0

2

2

2

1

3

0

5

2

4

3

2

1

7

3

1
,

α

a

100。o

5

2

1

7

8

6

0

1

0

6

1

6

0

1

2

3

1

9

1

1

3

1

4

1

5

3

4

1

1

∠
1

1

1

1

1,126

38.6

9.9

17.o

Ig

I.

3.

5

6

2

9

6

9

0

7

0

9

0

2

0
,

3
.

0
。

5

a

a

α

L

α

100.O

7

0

5

6

5

5

3

9

0

2

2

7

3

1

2

4

1

6

1

7

二
u

1

2

FD

7

2

0

3

4

6

1

2

1,429

%
駕

竪

鴇
諺

酵

諺

麗

罷

100.0



第4章 データ通信 一259一

保険 シス テ ムが4シ ス テ ム な ど とな って い る。

(3)業 種 別設 置 状 況

自営 シ ステ ムの業 種 別 シ ス テ ム数 は 第2-4-12表 の とお りで あ る。

シス テ ム数 の多 い業 種 は,製 造 業 ・建 設 業,金 融 業,商 業 及 び 地方 公 共 団

体 であ って,こ れ らの シ ス テ ム数 の 合 計 は全 シ ス テ ム数 の約80%を 占 め て い

る。全 シ ステ ム数 に 占め る割 合 の推移 をみ る とデ ー タ通 信 の導 入 が比 較 的 早

期 に普 及 した 金 融 業 及 び 証券 業 は逐 年 低 下 し,商 業,通 信 ・出版 ・サ ー ビス

業 のシ ステ ム数 は,着 実 に 増 加 して い る。

な お,公 衆 通 信 回 線 を 利 用 して い る シス テ ム の 業 種 別 設 置 状 況 は,製 造

業 ・建 設業 が143シ ス テ ム,商 業 が54シ ス テ ム,金 融 業 が21シ ス テ ム,情 報

通 信事 業 ・ソフ トウ ェ ア業 が13シ ス テ ムな ど とな って い る。

(4)国 産 機 ・外 国機 別設 置 状 況

第2-4-13図 国内 自営システムの国産機 ・外国機別設置状況

900

800

700

600

500

400

300

200

シ
ス100

テ

ム0

一

一

706
-

-377

_441
-

218223-一 髪

一49.450.6

%%

産 国
一 機 機

一1,126

{

608

53.4
46.6

.國01脚
国 外 面 『

9
54.0

46.0

8

57.5

旦7

42 5

47

年 度 末

48 49 50



一260一 第2部 各 論

自営 シス テ ムを主 電 子 計算 機 に よ り区別 した 国産 機 シス テ ム及 び外 国機 シ

ス テ ムの47年 度 以降 に お け る そ れ ぞ れ の シ ステ ム数 は,第2-4-13図 の と

お りで あ る。

当初 は外 国機 シ ス テ ム が優 位 を 占 め て い たが,国 産 機 シ ス テ ム の割 合 は逐

年 上 昇 して48年 度 末 に至 っ て両 シス テ ム の割 合 が 逆 転 し,50年 度 末 には 国産

機 シス テ ム57,5%(822シ ス テ ム),外 国機 シス テ ム42,5%(607シ ス テ ム)

とな り,国 産 機 シ ス テ ムが 優 位 を 占め て い る。

そ の 背 景 と して は,ソ フ トウ ェア技 術 を 含 め て 国産 電 子 計 算 機 の性 能 が向

上 した こ と,デ ー タ通 信 の普 及 に 伴 い 低 速,小 容 量 の国 産 機 の使 用 で 構成 さ

れ る小 規模 の シス テ ム も増 加 した こ とな どが あ げ られ る。

4国 際 データ通 信 システ ム

(1)国 際データ通信システムの設置状況

国際データ通信 システムは電子計算機の設置場所により次の二つに分けら

れる。

1型:我 が国に設置 された電子計算機と海外の出先機関の端末とを接続し

たもの

第2-4-14表 国際デー タ通信 システムの設置状況

年 度 末

システムの種類
47 48 49 50

自 営 シ ス テ ム

工 型 丘3 ig 2! 2i

H型 12 ユ5 18 20

小 計 25 34 39 41

会 社 シ ス テ ム 1 1 1 1

十二;
ロ 26 351如 42
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H型:外 国 に 設 置 され た電 子 計 算 機 と国 内 の 端末 とを 接 続 し,シ ス テ ム の

一 部 を構 成 して い る もの

第2-4-14表 は シ ス テ ム の 種 類 別 設 置 状況 を示 した もの で あ る。50年 度

末の設 置数 は 自営 シス テ ム41(1型21,H型20),会 社 シス テ ム1,合 計42

システ ムで あ り,前 年 度 に 比べ てわ ず か2シ ステ ムの増 加 に と どま った 。

な お,私 設 シ ス テ ムは な い。

(2)対 象業 務 別 設置 状況

自営 シ ステ ム の対 象 業務 別設 置状 況 は 第2-4-15表 に示 す とお りで あ る 。

全41シ ス テ ムの うち31シ ス テ ムが メ ッセー ジ ・ス イ ッチ ン グ シス テ ム で あ

り,約75%を 占め て い る。

第2-4-15表 国際 自営 システムの対象業務別設置状況♂
メ ッセー ジ ・スイ ッチ ン グ

デ ー タ 処 理
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(注)()内 は1型 システム数 の再掲 である。

デー タ の処 理 を行 う残 り10シ ステ ムの 内訳 は 次 の とお りで あ る。

気象庁の気象データ編集システム

証券会社のデータ処理 システム

海運会社のデータ処理 システム
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旅行業者のホテル予約システム
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(3)業 種 別 設 置 状 況

第2-4-16表 は,自 営 シ ス テ ム の 業 種 別 設 置 状 況 を 示 した もの で ある。

50年 度 末 に お い て は,製 造 業(13シ ス テ ム,31.7%),商 業(10シ ス テム,

24.4%),運 輸 業(8シ ス テ ム,19.5%)が 多 く,全41シ ス テ ム 中 こ の三者

で75.6%を 占 め て い る。

製 造 業 の13シ ス テ ムの うち12シ ス テ ム は,米 国 に電 子 計算 機 が 設 置 されて

い る外 国企 業 の シス テ ム で あ る。 商 業 の10シ ス テ ム の うち9シ ス テ ムは,我

が 国 の商 事 会社 の シス テ ムで あ り,海 外 の支 店,営 業 所 との 間 に グ ローバル

な シ ス テ ムを構 成 して,販 売 情 報 の収 集,販 売 指 示,海 外 か らの商 品 照会 等

の メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グを行 って い る。

運 輸 業 の8シ ス テ ムは,航 空 会 社,海 運 会 社 の シ ス テ ム で あ り,4シ ステ

ムが 航 空 座 席 予約 シス テ ムで あ る。

第2-4-16表 国際 自営 システ ムの業種別設置状況

一 年度末
業種 ＼
製

商

金

証

運

造

融

券

輸

業

業

業

業

業

通信 ・出版 ・サ ー ビ ス 業

情報通信事業 ・
ソフ トウェア業

政 府

十
二
一貢

47

9(一)

9(8)

一(一)

一(一)

4(3)

1(一)

一(一)

2(2)

25(13)

48

11(1)

10(9)

1(1)

1(1)

5(4)

1(一)

2(一)

3(3)

34(19)

49

13(1)

10(9)

2(2)

1(1)

6(5)

2(一)

2(一)

3(3)

39(21)

50

13(1)

10(9)

2(2)

1(D

8(5)

2(一)

2(一)

3(3)

41(21)

(注)()内 は1型 シ ス テ ム の再 掲 で あ る。
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第4節 情報通信事業

1電 電公社の情報通信事業

(1)デ ータ通信設備サービスの種類

データ通信設備サービスは,電 電公社が電気通信回線及びこれに接続する

電子計算機等からなる電気通信設備を一体として設置 し,利 用者にサービス

を提供するもので,こ の種類は第2-4-17表 のとお りである。

第2-4-17表 データ通信設備サー ビスの種類一
公衆 データ通信サ ー ビス

各種データ通信サ ービス

販 売在庫 管理 システムサ ービス(DRESS)

科学技術計算 システムサ ー ビス(DEMOS,
DEMOS-E)

各 種 シス テ ムサ ー ビス

公衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス は,電 電 公 社 が あ らか じめ 用意 した シ ス テ ムを 共

同利 用 す る いわ ば レデ ィメイ ド型 サ ー ビスで あ り,「 販 売 在庫 管 理 シス テ ム

サー ビス 」及 び 「科 学 技 術 計 算 シス テ ム サ ー ビス」 が あ る。

各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス は,電 電 公 社 が ユ ーザ の 求 め に よ りそ の 対 象 業 務

に応 じた サ ー ビスを 提 供す る い わ ぽ オ ー ダ メ イ ド型 サ ー ビス で あ り,「 運 輸

省 自動 車検 査 登 録 シス テ ム」,「全 国銀 行 シス テ ム」,「気象 庁 地 域 気 象 観 測 シ

ス テ ム」 等 が そ の 例 で あ る。

(2)公 衆 デ ー タ通信 サ ー ビス

ア.販 売 在 庫 管 理 シス テ ムサ ー ビス(DRESS)

販売 在 庫 管 理 シス テ ムサ ー ビスは,販 売 管 理 ・在 庫 管 理 に必 要 な 各 種伝 票

の作成,フ ァイル の更 新,管 理 資 料 の作 成等 の処 理 が で き る サ ー ビス と し

て,45年9月 東 京 で 開 始 され て以 来 順 調 な 伸 び を示 し,50年 度 末 現 在 に お い
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て ユ ー ザ数771,端 末 数2,680と な って い る。

50年 度 は東 京 皿 セ ン タ,大 阪 皿 セ ン タが 増 設 され,更 に全 国 的 な需 要 に対

応 す るた め サ ブセ ン タ方 式 に よ り,新 た に福 島,倉 敷,富 山等12都 市 におい

て サ ー ビス が 開 始 され た 結 果,50年 度 末 現 在 に お け るサ ー ビス の 提供 状 況は

第2-4-18表 の とお り とな った 。

な お,サ ブセ ン タ方 式 の シス テ ム構 成 は 第2-4-19図 の とお りで あ る。

第2-4-18表 販売在庫管理システムサー ビスの提供状況

(50年度末現在)

認 センタ ・サ ブセ
ンタ設置都市 サ ービス開始時期 備 考

45
東 京

大 阪

45年9月16日

46.1.11

東京1セ ンタ

大阪1セ ンタ

46 名 古 屋 47.3.24 名古屋1セ ンタ

47

48

東

札

福

京

幌

岡

阪

浜

都

戸

沢

台

州

潟

山

山

阜

路

九

大

横

京

神

金

仙

北

新

岡

松

岐

姫

49

熊

静

福

広

旭

宮

本

岡

井

島

川

48.2.7

48.3.8

48.3.28

8

8

4

4

R
)

Q
/

Q
/

Q
!

9

4

4
.

4

4

∠
-

Q
/

Q
!

2

3

3

3

3

l

Q
/

2

l

O

8

9

1

2

2

2

2

3

49。

49.

49.

49.

49.

49.

6

7

7

持ノ

8

8

0

0

FD

3

1

0

1

1

1

2

2

東 京Hセ ン タ

セ ンタ

セ ンタ

大阪Hセ ンタ

サ ブセンタ

"

〃

〃

〃

〃

〃

〃

"

"

〃

サ フ セ ン タ

〃

〃

"

セ ン タ

サ ブセ ン タ



49

名

浜

高

長

下

豊

八

和

盛

大

鹿

長

古

歌

児

屋

松

松

野

関

橋

尾

山

岡

分

島

崎
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50

福

富

倉

東

横

水

長

高

徳

山
松

宇

前

大

函

都

島

山

敷

京

浜

戸

岡

知

島

形
本

宮

橋

阪

館

49.9.25

49.12,3

49.12.26

50.1,21

50.3,17

50.3.18

''

50.3.26

50.3.28

11

11

"

50.

50.

50.

50.

50.

51.

51.

51.

51.

51.

51.

51,

4

6

7

10

〃

12

1

2

〃

2

2

3

3

3

6

9

1

1

1

1

3

4

7

2

2

1

7

4
.

2

2

Q
/
7

1

2

名古屋 且セ ソタ

サ ブセ ンタ

〃

71

〃

11

11

11

け

〃

〃

〃

〃

''

〃

東 京 皿 セ ン タ

サ フ セ ソタ

〃

71

11

〃

〃

71

〃

"

大 阪 皿 セ ン タ

サ フ セ ソタ

第2-4-19図 サブセ ンタ方式のシステム構成図

サ ブセ ンタ
「 「

端末装置 交換機

一N
分

配

装

置

多
重
通
信
装置

6
端末装置

プリンタ
▽

「

セン タ

多重

通信

装
置

情
報
処
理
装
置

磁気テー

プ装置

_」
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50年 度 末 現在 に お け る販 売 在 庫 管 理 シス テ ムサ ー ビス の利 用 状 況 を ユ ーザ

数,端 末数 及 び1ユ ー ザ 当た りの 平 均 端 末 数 で み る と第2-4-20表 の とお

りで あ り,ユ ー ザ数,端 末 数 とも対 前 年 度 比 それ ぞ れ約130%と 増 加 してお

り,1ユ ー ザ 当た りの平 均 端 末 数 は3.5台 で あ る。

第2-4-20表 販売在庫管理 システムサー ビスの利用状況諒
ユ ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平均端末数

49

578

2,092

3.6

50

771

2,680

3.5

対前年度比

133.4%

128.1

/
地 域 別 の利 用状 況 は第2-4-21図 の とお りで あ る。

第2-4-21図 販売在庫管理 システムサー ビスの地域別利 用状況
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1,018
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旧
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一

一

　

一

-

-18

一

一

615

544

-

250

170140

饗

翻
49504950

年年年年
度度度度

末末末末
ユ ユ

ロ 端端
ザザ末末539

数数数数

352311

215

酬 鮒 酬1糞

一

東京 大阪 名古屋 札幌 福岡 広島 その他の地域

この サ ー ビスの ユ ーザ の 業 種 別 構成 の 概 略 は,第2-4-22図 の とお りで

あ り,商 業56.3%,製 造 業 ・建 設 業36.7%と,こ れ らで 全 体 の93%を 占め

てい る。

次 に,ユ ーザ の資 本 金,従 業 員 別 事業 規模 に つ い て み る と,資 本 金 に おい
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第2-4-22図 販売在庫管理システムサービスのユーザ

の業種別内訳(50年 度末現在)

ては5千 万 円未 満 の企 業 が65.2%を 占 め,従 業 員 数 に お いて は100人 未 満 の

それ が54.6%を 占 めて お り,販 売在 庫 管 理 シ ス テ ムサ ー ビス が 中小 企 業 を 中

心 に利用 され て い る こ とを 示 して い る。

イ.科 学 技術 計算 シ ス テ ムサ ー ビス(DEMOS,DEMOS-E)

科学 技 術 計算 シ ス テ ムサ ー ビス は,高 度 な 技 術 計 算 や経 営 科 学 計算 が で き

る我が 国 初 の商 用TSSと して,46年3月 東 京 で開 始 され て 以来 順 調 な伸 び

を示 し,50年 度 末 現 在 に お い て ユ ー ザ数752,端 末 数888と な って い る。

48年 度 か らは 従 来 の科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビ ス(DEMOS)に 加 え,

電電 公社 が 国産 メー カ3社 と共 同 開発 した 高 性 能 の 超 大型 電 子 計 算 機 で あ る

DIPS-1を 利 用 した科 学 技 術 計 算 シス テ ム サ ー ビス(DEMOS-E)が 開始 さ

れ た。

DEMOS-Eサ ー ビスは,DEMOSに 比 べ 演 算速 度 や 記 憶 容 量 が 向 上 した

ほか,使 用 言 語 と してCOBOLを 加 え,1,200b/sの 高 速 デ ー タ 宅 内 装 置

の接続 も可 能 とな るな どユ ーザ に対 す るサ ー ビス は一 段 と向上 した 。

50年 度 は大 阪 皿 セ ン タ及 び東 京IVセ ン タが 増設 され た ほか,サ ブ セ ン タ方

式 に よ り,新 た に 姫 路,和 歌 山,富 山 等15都 市 に お い てサ ー ビスが 開 始 され

た結果,50年 度 末 現 在 に お け る サ ー ビス の 提 供 状 況 は 第2-4-23表 の とお
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第2-4-23表 科 学技術 計算 システムサー ビスの提供状況

(50年度末現在)
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大 分

鹿 児 島

50.3.28

〃

サ ブ セ ンタ

〃

05

一

姫 路

和 歌 山

富 山

福 島

盛 岡

旭 川

徳 島

高 知

大 阪

長 岡

松 本

長 崎

堺

東 京

倉 敷

釧 路

沼 津

50.4.28

"

50.7.14

50.10.21

50.11.25

〃

〃

〃

50.12.9

51.2.3

51.2.20

51.2.24

51.2.27

51.3.1

51.3.17

51.3.22

51.3.31

〃

〃

〃

〃

〃

〃

"

〃

大 阪 皿 セ ン タ

サ ブ セ ン タ

〃

"

〃

東京Wセ ソタ

サ ブセンタ

〃

〃

D
E
M
O
S
-
E

り拡大 された 。

50年 度 末現 在 に おけ る科 学 技 術 計 算 シ ス テ ムサ ー ビス の利 用 状 況 を ユ ー ザ

数,端 末 数 及 び1ユ ーザ 当 た りの 平均 端 末 数 でみ る と,第2-4-24表 の と

お りで あ り,ユ ーザ 数,端 末数 と も対 前 年 度 比 そ れ ぞれ 約120%と 増 加 して

い る。1ユ ー ザ 当た りの平均 端 末数 は,前 年 度 に 比べ 若 干 増 加 し,1.2台 と

な って い る。

地域 別 の利 用 状 況 は 第2-4-25図 の とお りで あ る。

このサ ー ビス の ユ ーザ の業 種 別 構 成 の概 略 は 第2-4-26図 の とお りで あ

り,通 信 ・出版 ・サ ー ビス業52.9%,製 造 業 ・建 設 業35,8%と な って い る。

また,ユ ー ザ の資 本 金,従 業 員別 事 業 規 模 に つ い てみ る と,資 本 金 に お い

ては1,000万 円未 満 の企業 が28.3%を 占め る一 方,1億 円 以上 のそ れ も26.6

%を 占め て い る。

同様 に 従業 員数 に お い て も,25人 未 満 の 企業 が30.3%を 占 めて い るが,
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500人 以上 の そ れ も21.9%を 占め て お り,科 学 技 術 計 算 シ ス テ ムサ ー ビスの

ユ ーザ の両 極 化 現 象 が み られ,販 売 在 庫 管 理 シ ス テ ムサ ー ビス の ユ ーザ の約

半 数 が 中小 企 業 であ る の に比 較 して 著 しい 対 照 を な して い る。

第2-4-24表 科学技 術計算 システムサー ビスの利用状況設
ユ ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平均端末数

49

636

719

1.1

50

752

888

1.2

対前年度比

118.2%

123.5

/
第2-4-25図 科 学技術計算 システムサービスの地域 別利用状況
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(地 域別)

(3)各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス

50年 度 に お い て は,現 金 自動 支 払 シ ス テ ム 等4シ ス テ ムが 開始 され,50年

度 末 現 在 に お け る シス テ ム数 は第2-4-27図 の とお り30シ ス テ ム とな って

い る。
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第2-4-26図 科 学技術計算 システムサ鞄 ビス

のユーザの業種別内訳(50年 度 末現在)

第2-4-27図 各種 システ ムサー ビスの年度別開始状況

3030

シ
ス
テ
ム

25

20

15

10

0

　諦

ス
テ
ム
数

4344454647484950

年 度
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各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビ ス の利 用 状 況 を43年 度 以 降 の 推 移 で み る と,第2-

4-28表 の とお りで あ り,シ ス テ ム数 の 増 加 と と もに シ ス テ ム の規 模 が 年 々

拡 大 して い る。

第2-4-28表 各種デー タ通信サー ビスの推移

課
シ ス テ ム 数

端 末 数

1シ ステム当た

り端末数

43

2

97

48.5

44

3

工01

33。7

45

4

196

49.0

46

8

497

62.1

47

17

1,215

71.5

48

25

2,418

96.7

49

26

3,765

144.8

50

30

4,491

149.7

ま た,50年 度 末 現 在 に お け る シ ス テ ムを 対 象 業 務 別 にみ る と 第2-4-29

表 の とお りで あ り,預 金 ・貸 付 ・為 替 等 の金 融 業 務 が 多 く23シ ス テ ム とな っ

て い る。

第2-4-29表 各種 システムサー ビスの対象業務別内訳鴇
対象業務

金融業務

自動車検査登録業務

座席予約業務

税務関係業務

信用・購買・販売業務

気象観測情報業務

環境情報業務

十
昌
二
口

48

芸薮テ隣 成比
%

0

1

1

1

2

2

25

80.0

4.0

4.0

4.0

8.0

100.O

49

譲 テ 構成比
%

9

1

1

1

2

1

1

26

73.1

3,8

3.8

3.8

7.9

3,8

3.8

100.0

50

芸薮テ隣 成比
%

qu

l

l

1

2

1

1

2

30

76.8

3.3

3.3

3.3

6.7

3.3

3,3

100.0
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2国 際電電の情報通信事業

国際 電電 の提 供 す る デ ー タ通 信 サ ー ビスに は,国 際 オー トメ ックスサ ー ビ

スが あ る。 これ は,国 際 電 電 の セ ン タに設 置 した 電 子 計 算機 シス テ ムに 海 外

及 び国 内 の端 末 を 結 ぶ 電気 通 信 回線 を接 続 し,同 一 ユ ー ザ 間 の メ ッセ ー ジ ・

スイ ッチ ングを 行 うサ ー ビス で あ る。 サ ー ビ ス内 容 と して は,メ ッセー ジの

中継,通 信 文 の再 送,伝 送 速 度 の変 換 等 の機 能 を持 ち,端 末 装 置 に つ い て は

ポー リング方 式 も可 能 で あ る。50年 度 末 の ユ ー ザ数 は12,端 末 数 は133で あ

る。

3民 間の情報通信事業

(1)企 業 数

情報通信事業を行っている民間企業の数は,郵 政省が実施 した調査によれ

ば,50年12月 末現在で39社 となっている。しかし,こ の中には,親 会社だけ

にサービス提供を行 っている会社,す なわち,企 業の社内情報処理部門を別

会社にしただけで独自の営業活動は行っていないものが9社 含まれている。

したがって,一 般のユーザを対象としてサービスを提供している企業は30社

である。

第2-4-30表 民間の情報通信事業者の資本金からみた企業規模

区 別

資本金

一般のユ ーザにサ
ービス提供を して

いる企業

親会社のみ にサ ー
ビス提供 を してい
る企業

十
昌
=
口

1億 円

未 満

11

社

6

17

1億 円以

上5億 円

未満

12

社

3

15

5億 円以

上10億 円

未満

5

社

0

5

10億 円以
上20億 円

未 満

1

社

0

1

20億 円

以 上

1

社

0

1

十言ロ

30

社

9

39

た
資

当
均

社
平
金

1
り
本

億 円

19.3

(2.7)

0.8

15,0

(2.2)

(注)()内 は電子計算機等の製造 ・賃貸 ・販売業を主た る業務 とす る1社 を

除いた平均
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(2)企 業 規 模

資本金,従 業員数及び年間売上高からみた上記39社 の企業規模はそれぞれ

第2-4-30表,第2-4-31表 及び 第2-4-32表 のとお りである。これら

39社 の中では2社 の規模が特に大きく,ま た親会社のみにサービスを提供し

ている企業の規模は一般的に小さい。

第2-4-31表 民間の情報通信事業者の従業員数からみた企業規模

＼ 従業員数
区別＼
一般のユ ーザにサ ービス

提供を している企 業

親会社のみにサ ービス提
供を してい る企 業

100人

未 満

社
6

6

以

人

人

oo
O
5
満

10
上
未

社
19

3

500人

以 上

社
4

0

計

社
29

9

1社 当た
り平均従
業員数

人
244

99一
(注)情 報処理部門におけ る従業員数。ただ し,電 子計算機等 の製造 ・賃貸 ・販

売業を主た る業務 とす る1社 を除 く。

第2-4-32表 民間の情報通信事業者の年間売上高か らみた企業規模

区 別

年間売上高

一般 のユーザにサ ー ビス

提供を してい る企業

親会社 のみ にサ ー ビス提供
を して いる企業

十
昌
=
ロ

10億 円

未 満

社
11

8

19

10億 円以
上30億 円

未満

社
9

1

10

30億 円以
上50億 円

未満

社
7

0

7

50億 円

以 上

社
2

0

2

計

社
29

9

38

た
年
高

当
均
上

社
平
売

1
り
間

億 円

19.0

6.4

16,0

(注)情 報処理 部門における売上 高。ただ し,電 子計算機等 の製造 ・賃貸 ・販売

業 を主た る業務 とする1社 を除 く。

(3)提 供 して い るサ ー ビス

ア.シ ス テ ム数

上 記39社 のサ ー ビス シ ス テ ム の数 は53で あ り,1社 当 た り平 均 シス テ ム数

は1.4で あ る。53シ ス テ ムの 内訳 は,一 般 の ユ ー ザ を 対 象 とす る シ ス テム
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42,親 会 社専 用 の シス テ ム11と な って い る。

イ.サ ー ビ スの 種親

53シ ス テ ム のサ ー ビス の種 類 別 分 類 は 第2-4-33表 の とお り で あ る。 こ

の表 か らみ る と個 別 シ ステ ム(こ こ では,特 定 の1ユ ーザ に対 して サ ー ビス

提供 を行 って い る シス テ ムを い う。)と は ん用 シス テ ム(こ こで は,複 数 の

ユーザ に サ ー ビス提 供 を 行 って い る シス テ ム を い う。)が ほぼ 半 々 とな って

お り,は ん用 シ ス テ ムに お い て は多 くの用 途 のた め に共 同利 用 され る多 目的

シス テ ムが大 部 分 とな って い る。

ウ.サ ー ビス提 供 地 域

サ ー ビス提 供 地 域 は 第2-4-34表 の とお りで あ る。 全 国的 な シ ス テ ムは

第2-4-33表 民間の情報通信事業者の システムのサービス別分類諜
個 別 シ ス テ ム

は ん 用 シ ス テ ム

計

販売・在
庫管理業
務

Q
ノ

ー

10

証券取引
業 務

3

2

5

銀行業務

4

2

6

その他の
特殊業務

8

2

10

多 目 的

4

8

22

十
昌
=
口

8

5

2

2

53

第2-4-34表 民間の情報通信 事業者 のサー ビス提供地域

サ ー ビ ス 提 供 地 域 シ ス テ ム 数

全 国 的 な も の 1 7

地
域
的

な
も

の

京

阪

屋

岡

幌

台

の他

古

の

東

大

名

福

札

仙

そ

地 区
〃

〃

〃

"

〃

地 区

9

0

6

5

1

2

7

∩0

(∠

l

i

46

計 53

(注)地 域的な ものの各地区 の合計が46を 超え るのは,1シ ステム

で2以 上の地区にサー ビス提供 してい るものがあるためである。
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7シ ス テ ムが あ るが,こ の うち4シ ス テ ムは 個別 シス テ ムで あ り,残 り3シ

ス テ ムは 証券 市 場 の情 報 を 提 供 す る シス テ ム,は ん 用 シス テ ム及 び 米 国 にあ

る コ ン ピ ュー タに 接 続 して い る国 際 的 シス テ ムで あ る。地 域 的 な シ ステ ムの

大 部 分 は 東 京,大 阪,名 古 屋 の大 都 市 を 中 心 と した も ので あ る。

エ.ユ ーザ 数 及 び 端 末 数

1シ ス テ ム 当た りの ユ ーザ 数 及 び端 末 数 の状 況 は そ れ ぞ れ 第2-4-35表

及 び 第2-4-36表 の とお りで あ る。 ま た,1ユ ー ザ 当 た り 平 均 端 末 数 は 個

別 シ ステ ムで は51.3台,は ん用 シス テ ムで は6.9台 で あ り,個 別 シス テ ムの

方 が 圧倒 的 に 多 くな って い る。

第2-4-35表 民 間の惰報通信事業老の ユー ザ数別 システム数

詳
個別 シス
テム

はん用 シ
ステム

十言
ロ

1

シス テ ム

28

28

2以 上
10未 満

シ ステ ム

14

14

10以 上

50未 満

シス テ ム

4

4

50以 上

100未 満

シ ステ ム

1

1

mO以 上
200未 満

シス テ ム

1

1

200以 上

シス テ ム

2

2

計

シス テ ム

28

22

50

1シ ス テ
ム 当た り

平 均 ユ ー
ザ数

1社

37

16.8

第2-4-36表 民 間の情報通信事業者の端末数別 システ ム数

区 別

端末数

個別 シ ス テ ム

は ん用 システ ム

計

lo未 満

シス テ ム

15

8

23

10以 上

50未 満

シス テ ム

8

7

15

50以 上

100未 満

シス テ ム

1

2

3

lOO以 上

200未 満

シス テ ム

2

2

4

200以 上

シス テ ム

2

3

5

十
昌
二
口

シス テ ム

28

22

50

テ
り
末

ス
た
端

シ
当
均

ー
ム
平
数

台

51.3

253.5
(75,0)

140,2
(61.4)

(注)()内 は証券市場の情報を提供す る1シ ステムの端末数 を除 いた平均


